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1 .  Logistics 4.0による物流の装置産業化

Logistics 4.0 とは、IoTの進化により実現化しつつある物流の新

たなイノベーションである。その変革の方向性は、「省人化」と「標

準化」の 2 つに整理される。

「省人化」とは、ロジスティクスの各領域において“人”の操作や

判断を必要とするプロセスが大きく減少することを指す。 例えば、

倉庫ロボットの活用が拡大すれば、ピッキングは“人”の仕事では

なくなる。自動運転が実用化すれば、トラックドライバーの必要人

数は大幅に減る。家まで届く荷物をドローンが運ぶようになるかも

しれない。オペレーションの主体が“人”から機械やシステムに置

き換わるのである。結果として、「“人”や会社によるオペレーション

の差」は小さくなっていくだろう。

「標準化」とは、ロジスティクスに関する様々な機能・情報が繋が

ることで、物流会社や輸送ルート／手段等をより柔軟に組み替えら

れるようになることを指す。例えば、倉庫やトラックを複数の荷主が

共用することも遙かに容易になる。サプライチェーンの上流から下

流までの情報が繋がることで、在庫の最小化と機会損失の縮小が

格段に進むはずだ。多様な選択肢の中から最適な輸送ルート／

手段を選び出す役割は、AIが担うようになる。 物流会社としては、

この機能・情報のネットワークに繋がっていることが大事となる。繋

がっていなければ、選ばれないからだ。 より多くの荷主／物流会

社と機能・情報を共用できる「オペレーションの均質性・柔軟性」

が問われるようになる。

そして、「省人化」と「標準化」が進むということは、ロジスティクス

が装置産業化することを意味する。「新しいサービスを設計する」、

「対面でのコミュニケーションを必要とする」、「危機的事態の発生に

対応する」といった、“人”の英知や存在が重要であり続ける領域

もあるが、「運ぶ」、「保管する」、「梱包する」、「手配する」といった基

本オペレーションは確実に装置産業化するだろう。脱労働集約に

より生産性は高まるが、一方で、機械やシステムへのより大胆な投

資が必要とされるようになる。 Logistics 4.0 は、物流ビジネスにお

ける戦略的投資の重要性を格段に高めるといえる。

（※ 「省人化」と「標準化」の具体例は「THINK ACT 視点No.109」を
参照頂きたい）

2 .  物流ビジネスにおける競争環境の革新的転換

物流ビジネスの装置産業化は、競争環境の革新的転換をもたら

す。大規模な投資を必要とするがゆえに、スケールメリットの獲得

が競争の基軸となる。水平展開で規模を追求するのであれば、「特

定の利用運送サービスでデファクトとなる」ことが求められる。対し

て、垂直展開を軸とするのであれば、「特定業界のサプライチェー

ン全体をカバーする」ような戦い方が想定される。

「運ぶ」、「保管する」、「梱包する」、「手配する」といった基本オペ

レーションの外の領域で、「物流＋αの価値を提供する」ことがで

きれば、物流会社として事業領域を拡大することができる。

他方、物流会社以外が「物流アセットを提供する」ことを切り口に

事業領域の拡大を図ることも想定される。   A

2-         特定の利用運送サービスでデファクトとなる

かつて、日本には、「帰り荷を確保したい運送会社」と「安く荷物

を運びたい荷主」をマッチングする、水屋と呼ばれる仲介業者が

数千も存在していた。現在では、運送会社と荷主の情報を広く収

集し、取扱情報量の飛躍的拡大に成功した求貨求車システムが

寡占的地位を得ている。 トラックや荷物の手配機能が装置産業化

しつつあるといえる。

求貨求車システムは基本的に中長距離のトラック輸送をターゲッ

トとしているが、都市圏内の短距離輸送においても同様の動きが進

みつつある。印刷業界でマッチングビジネスを展開するラクスルが

2015年から運用を開始している“ハコベル”は、その代表的事例と

いえる。 “ハコベル”は、既存の求貨求車システムと違って、運送

会社と荷主をオンラインでマッチングする。 荷主は、集荷場所や

時間といった依頼事項を入力するだけでよい。料金は定価制なの

で、バイク便のような感覚で簡易に利用できる。一方、運送会社は

専用アプリにアクセスし、受注したいと思う仕事があれば当該ボタン

をクリックすればよい。受注額も定価制である。 “人”による料金交

渉を必要としない、“物流版 Uber” ともいうべき次世代のマッチン

グシステムといえる。

フォワーディングの世界でも同様の変化が生じつつある。

Flexportは、2013年に創業した米国のフォワーダーだが、運送事
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A

店の物流業務を受託していたこともあり、生産から小売までの一貫

物流を構築することに成功した。結果として、一部の地域では、メー

カーと量販店の在庫を同じ場所に置くことで両社間の横持ちを解

消するなど、一貫物流ならではの効率化を実現するに至っている。

Logistics 4.0 は、物流機能の外部化を進展させる。「省人化」

を実現するために必要な大規模な設備投資を負担できるだけの

荷主は多くない。「標準化」が進むことを考えれば、外部の物流リ

ソースを共用することのメリットは益々大きくなる。物流の非競争領

域化が進むともいえよう。

そもそも同じ業界であれば、同じようなものを同じような場所で

生産し、同じような輸送ルート／手段で運ばれ、同じような流通経

路をたどって販売される。業界単位で物流機能を特定の事業者

に集約し、以て効率性を追求する素地は元からあったといえる。

Logistics 4.0 は、その素地を開花する契機となろう。

特定業界のサプライチェーン全体を広くカバーする戦い方を展

開するのであれば、多くの荷主を囲い込むことが前提となる。三井

倉庫ホールディングスのように M&Aでベースカーゴを獲得するこ

とも有力な手段となろう。加えて、より重要なことは、荷主個社のニー

ズに対応するのではなく、業界全体の最適解となる物流プラット

フォームを提供することである。業界全体の最適化に資することこ

そ、生産から小売までを広くカバーすることの価値といえよう。

2-          物流＋αの価値を提供する

「運ぶ」、「保管する」、「梱包する」、「手配する」といった物流の基

本オペレーションは、コモディティ化しつつある。ゆえに、装置産業

化する以上、スケールメリットを獲得することが求められる。然りながら、

その周辺には＋αの価値を提供できる領域が少なからず存在する。

米国の 3PL事業者であるGENCOは、リバースロジスティクスを得

意とする。委託元である小売業者に代わって返品された商品を「廃

3

業者や通関事業者の受託条件を全てインデックス化し、検索可能

なデータベースとして提供している。荷主は、同データベースを利

用すれば、輸送ルート／手段や料金などを条件に、最適な事業者

を抽出できる。フォワーディングにおけるマッチングのシステム化を

成し遂げつつあるといえよう。世界にはフォワーダーが万単位で存

在する。 Flexportのようなマッチングシステムが普及すれば、水屋

と同じく、大多数のフォワーダーは生き残ることが難しくなるはずだ。

マッチングシステムは、「運ぶ」プロセスに限定されるものではな

い。倉庫のスペースをマッチングする「求貨求庫システム」が開発・

普及すれば、仲介事業者の競争環境は一変するだろう。

即ち、利用運送サービスは Logistics 4.0により確実に寡占化す

る。 この領域において勝ち残りを目指すのであれば、脱労働集約

型のマッチングシステムを構築するとともに、広く多くの荷主／荷物

を集めることによって、デファクトとなるようなプレゼンスをいち早く確

立することが重要といえよう。

2-          特定業界のサプライチェーン全体をカバーする

近年、国内の物流費全体に占める自家物流の割合は一貫して

縮小している。物流機能を社内に保持するのではなく、外部委託

に切り替えることを選択した荷主が着実に増加しているからである。

例えば、所謂「大手電機メーカー 8社」の中で、シャープ以外の

7社は元々物流子会社を有していたが、日立製作所、ソニー、パ

ナソニック、富士通、日本電気の 5社は既に保有株式を売却した。

従来の物流子会社体制を今でも維持している会社は、東芝と三菱

電機の 2社のみという状況である。

他方、三井倉庫ホールディングスは、旧三洋電機とソニーの物

流子会社を買収することで、家電業界のサプライチェーン全体をカ

バーできるだけのプレゼンスを得つつある。家電メーカーの物流を

広く獲得するだけではなく、旧三洋電機の物流子会社が家電量販

2
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出所：  ローランド・ベルガー
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たプレイヤーが競争相手になるのだ。物流アセットを提供している

だけでは、物流会社としての存在価値を問われるようになるだろう。

3 .  物流を取り巻く事業環境の変容

Logistics 4.0により物流の装置産業化が進むということは、装置

を提供するプレイヤーの事業環境にも変化をもたらすこととなる。

例えば、自動運転トラックが実用化すれば、トラックの調達基準も

変わるはずだ。車両価格や燃費、最大積載量といった車両本体

の性能に加えて、配車管理システムとの接続性や積載荷物の追跡

可能性も問われるようになる。「傭車＝自動運転トラックのレンタル」

になるのだとすれば、トラックの一時利用を可能とするシェアリング

サービスや24時間メンテナンスサービスの提供が必須となる。トラッ

クメーカーは、「トラックを製造・販売する会社」から「輸送サービス

をサポートする会社」に進化することが求められるといえよう。 　B
物流不動産会社が施設と倉庫ロボットをセットで提供することに

より、倉庫業の役割をも担うようになるとすれば、その立地戦略は大

きく転換する。 現状、庫内作業に従事する人員確保の容易性は

立地選定の主要件になっているが、その制約がなくなるからだ。交

通の便を最優先に立地を選べるようになるだろう。

倉庫から“人”がいなくなるということは、マテハンの調達基準に

も影響が及ぶ。倉庫ロボットのように“人”がいなくともオペレーショ

ンを遂行できることは当然の要件となる。 加えて、AIによる効率的

なオペレーションの実現は、競争の源泉となるであろう。機器本体

の性能差よりも運用の巧拙が生産性に大きな影響を与えるからだ。

データ量に応じて AIが進化することを考えれば、マテハンメーカー

は機器の運用状況を恒常的に広く集められる仕組みを構築する

必要があるといえる。 AIの研究機関や物流不動産会社とアライア

ンスを組むことも有力な成長オプションになり得るだろう。    

物流を取り巻く事業環境の変容を語る上で Amazonの存在は

無視できない。近い将来、物流ビジネスへの本格参入を果たすこ

とが十分に予想されるからだ。

Amazonの成長戦略を推察するにあたり、AWSのビジネスモデ

ルは貴重な示唆を与えてくれる。 実は、Amazonは世界最大の

EC事業者であると同時に、世界最大手のクラウドサービス事業者

でもある。 AWSは、そのクラウドサービスの略称である。

AWSが Amazonの売上に占める割合はわずか 7%に過ぎない。

しかし、営業利益ベースで見ると、その割合は 41%にも上る。営

業利益率 23%を計上する超高収益事業なのだ。

なぜこれほどの高収益とシェアを獲得できているのか。それはコ

スト競争力が段違いに高いからである。

競合他社はクラウドサービスを提供するためにサーバーシステム

を構築している。ゆえに、その設備投資に準じた利用料を請求す

る必要がある。対して、AWSは自社の EC事業のために構築され

た巨大なサーバーシステムの「空きスペース」を他社に開放してい

るに過ぎない。 クラウドという装置産業において、圧倒的規模の設

備と、ECというベースカーゴを有する Amazonに太刀打ちできる

棄するもの」、「通常商品として再販売するもの」、「アウトレット商品とし

て再販売するもの」に選別する。再販売するものについては、再梱

包も代行する。それだけではなく、アウトレット商品については、自社

のモールや流通ルートを利用した販売代行サービスも提供している。

ヤマトロジスティクスは、医療機器メーカーによる機器の貸出を

トータルサポートする“ローナー支援サービス”を展開している。出

荷先である病院からの依頼に応じて当該機器を配送するだけでは

なく、回収・洗浄・メンテナンスといった機器管理にもワンストップ

で対応していることが特長といえる。

こういった＋αの価値提供は、今後拡大することが予想される。

Logistics 4.0により様々な機能・情報が繋がることで、物流＋α

の範囲を広げやすくなるからである。

例えば、小売物流を通じてエンドユーザーの動向を収集し、メー

カーにフィードバックすることで、在庫の圧縮や機会損失の低減に

寄与できる可能性がある。 生産物流であれば、部品や材料を運

ぶだけではなく、荷主が必要とするものを探してくるようなサービス

の提供も考えられる。 あるいは、食品業界であれば、調達・生産

から小売までのプロセス全体を追跡可能なトレーサビリティサービ

スの提供を通じて、食の安全性向上に貢献することも一考といえよ

う。 アフターパーツロジスティクスであれば、パーツの管理や納入

だけではなく、ウェアラブルデバイスの活用により納入先での取付

や点検・整備にも対応することが物流＋αの価値となる。

畢竟するに、＋αの価値とは、荷主の「物流部門」以外に対して

サービスを提供することにある。物流会社からすれば、事業領域を

物流以外に拡大できるチャンスと捉えられる。その潜在需要をいち

早く察知し、物流と組み合わせたサービスモデルを確立することに

よって、先行者優位を獲得することが戦略の基軸になるといえよう。

2-          物流アセットを提供する

装置産業化とは、装置の価値が高まることを意味する。 “人”が

いなくとも、物流の基本オペレーションを提供できるようになるから

だ。即ち、「物流ノウハウを蓄積した物流会社」でなくとも、物流サー

ビスが提供可能になるといえる。

例えば、倉庫ロボットが進化し、倉庫内のオペレーションを全て

任せられるようになったとしよう。物流不動産会社は、施設と倉庫ロ

ボットをセットで提供するようになるはずだ。そうすれば、保管スペー

スだけではなく、庫内オペレーションもサービスとして提供できるよ

うになるからだ。物流不動産会社は倉庫業の役割をも担うようにな

るといえる。

自動運転が実用化し、“人”が乗らない自動運転トラックが幹線

道路を走るようになったとしよう。おそらく自動運転トラックのレンタ

ルサービスが普及するはずだ。傭車と同等の輸送サービスを提供

することに他ならないからである。 “人”が運転するトラックと比べて

安全性や連用性が高いことを考えると、傭車以上の輸送サービス

ともいえよう。

Logistics 4.0は、物流会社に対して物流＋αの価値提供という

ビジネスチャンスもたらす。一方で、物流アセットの提供に関しては、

他業界からの参入というリスクをもたらす。装置の調達先や荷主だっ

4
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わけがない。

翻って、Amazonは物流拠点の自動化を大胆に進めている。

2012年にロボットメーカーの KIVA Systemを買収し、既に 3万台

超の倉庫ロボットを配備した。 2015年からは「棚から目的の商品

を取り出す作業」を競争するロボットコンテスト “ Amazon Picking 
Challenge”を開催している。物流拠点の装置産業化を他社に先

んじて実現しつつあるといえよう。

Amazonが保有するものは物流拠点だけではない。米国では、

既に自社トラックの運用を開始している。 2016年にはリース契約で

航空貨物機を調達した。一部地域では船舶の運用 （NVOCC）も
自前化している。 ドローン配達の実現に向けては、開発機能さえも

内製化した。そして、EC事業を通じて培った、各地域からの注文

を AIが予測して事前出荷する「予測出荷システム」は自社で開発・

運用している。

つまり、Amazonは物流サービスの提供に必要な設備を並の物

流会社以上に持っている。 加えて、ECというベースカーゴがある。

そして、装置産業化を先駆的に進めている。 AWSと同様の事業

環境を自ら創出しつつあるのだ。遠からず、その「空きスペース」を

他社に開放するだろう。それは、既存の物流会社からすれば、有

力な荷主がライバルとして突如出現することを意味する。

Amazonが物流サービスを提供することの影響は物流会社だけ

に及ぶわけではない。 Amazonは倉庫ロボットを内製化しているの

だ。Amazonが物流会社として飛躍的成長を遂げたとき、他社のシェ

アは相対的に低下する。倉庫ロボットのメーカーからすれば、販売

先が減少することとなる。あるいは、Amazonが倉庫ロボットのレンタ

ルサービスを開始するかもしれない。生産・運用台数ベースで考

えると、Amazonは既に最大手の倉庫ロボットメーカーなのだ。

ドローンや自動運転トラックについても倉庫ロボットと同様の世界

が広がるかもしれない。 そうなれば、Amazonがドローンメーカー

やトラックメーカーの脅威となる可能性がある。

なぜ、Amazonが脅威なのか。 それは、世界の変化をきちんと

見据えた上で、目指す姿を描き、その実現に向けた大胆な設備投

資と M&Aを着実に実行しているからだ。 Logistics 4.0 の世界で

覇権を得るための成長シナリオが十分に練り上げられている。ゆえ

に、目先の収益に左右されず、目指す姿へのステップを断固として

進められる。 株主の支持も得られる。 Amazonは、得られた収益

を全て戦略的投資に回しているため、創業以来、純損益は常に「ほ

ぼゼロ」であることを忘れてはならない。

果たして、Amazonのような戦略的投資を継続的に実行できて

いる日本の会社はどの程度あるだろうか。世界の変化を見据えた

戦略的投資は、往々にしてすぐに利益に跳ね返るようなものではな

い。競争環境が劇的に変容するのだ。十分な議論の果てに目指

す姿を描き、その実現に向けた投資を継続することで、より大きな成

功の果実を得る。 Logistics 4.0時代の覇者となるためには、その

強い意志を貫くことが不可欠といえよう。

B
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出所：  ローランド・ベルガー

物流会社の配車管理
システムと接続

トラックの走行状況
をリモート管理
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 > ロジスティクスは、今までに 3 つの革新的変化を遂げてきた

 > 第 1 の革新は、19世紀後半から 20世紀にかけての「輸送の

機械化」である。 鉄道、自動車、汽船／機船の普及により輸
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